
〇 ＩＣＴ活用による業務の効率化は，学習活動の充実と同じくらい重要であるとの
認識を若年教員から学校管理職まで共有するため，基本研修等において周知徹底。

〇 ＩＣＴを活用した学校における働き方改革についてのリーフレットを作成し，
取り組みやすい事例を，実際に取り組んだ際の感想と併せて紹介することにより，
全学校においてＩＣＴ活用による業務改善・効率化を実感されることを目指す。

〇 市町村・学校に対する県教委の支援体制（ＩＣＴ活用推進班）の継続。

〇 教育行政や校務におけるクラウドサービスの活用や１人１台端末の利用促進に資
する，情報セキュリティポリシーの策定・改訂への指導助言。

〇 ＩＣＴ活用推進のための基盤づくりを
推進するため，スキルや役割に応じた
複層的な研修を継続。

〇 ＩＣＴを効果的・効率的に活用した
模擬授業や校内研修についての協議の，
基本研修での実施など研修内容を充実。

〇 教員自らが関心や課題に応じて,
選択的に受講できる形態の研修の開催。

〇 県教委の重点課題として，ＩＣＴ活用の特性・強みを生かした効果的・効率的な
指導方法やカリキュラム・マネジメント等についての実践研究を実施し，３年間の
期間終了を待たずに，途中経過や試行錯誤の経緯を含めて随時情報提供。

〇 生徒指導・教育相談におけるＩＣＴ活用により，実態把握の頻度の向上や，情報
共有や分析の効率化を進め，問題行動の
未然防止や組織的な教育相談体制を構築。

〇 「情報活用能力向上事業」を拡充し，
プログラミング教育を含む情報活用能力
の育成のため実践的研究を継続的に実施。

〇 各教科での主体的・対話的で深い学び
やＳＴＥＡＭ教育やＰＢＬ教育等の
発展的な実践への挑戦を支援。

〇 全教員が自身の情報モラルを高め，インターネット上の有害情報の問題や社会の
情報化の影響等について認識し，人権感覚に裏打ちされた情報モラルについて、児
童生徒に対して適切に指導できるよう，研修・研究を充実。

〇 県教委の重点課題として，道徳科，学級活動，総合的な学習の時間等の特質に
応じた情報モラルに関する指導の充実についての実践研究を実施し研究成果を発信。

〇 児童生徒の健康への配慮について文部科学省ガイドライン等に従って指導助言。

福岡県学校教育ＩＣＴ活用推進方針（小・中学校版）
～導入期から活用期，そして発展期へ～

〇 「ＧＩＧＡスクール元年」と言われる令和３年度，全ての小・中学校に１人１台
端末と高速ネットワークが整備され，様々なＩＣＴ活用実践が着実に進捗している。
（「新しい教育」の実現に向けた「変化の芽」）

〇 ＩＣＴ活用の進捗状況や活用水準の差異といった従来からの課題に加え，資質・
能力の着実な育成，安心・安全に活用できる条件の整備，学校における働き方改革
といったＩＣＴ活用の進捗に伴い新たに顕在化した課題もある。

〇 教育の機会均等と水準確保を図りつつ，
ＩＣＴ活用の健全な推進を図るため，
福岡県が目指す「新しい教育」の姿や
その実現に向けて取り組む事項について，
関係者間で共有しておくことが重要。

〇 今後の３年間程度で、全ての小・中学
校にて，導入期から活用期へと着実に進
捗させ，発展期に向けて取り組むことを
目指す。

〇 福岡県が目指す「新しい教育」の姿とは，新学習指導要領が掲げる資質・能力の
育成を「目的」とし，ＩＣＴ活用を「目的」の実現のための「道具立て」，授業改
善に向けた「有効な手段の一つ」とする教育。

〇 これまでの教育実践とＩＣＴ活用とを，教育目的や児童生徒の実態や発達段階に
応じて，１コマの授業／１つの単元／年間指導計画／小中９年間の教育課程等の
各階層の中で，適切に組み合わせて，
効率的・効果的に教育活動を展開する。
（学習指導構想に基づくベストミックス）

〇 ＩＣＴ活用の特性・強みを生かして，
活用する場面や機能を工夫することで，
「主体的・対話的で深い学び」の実現，
個別最適な学びと協働的な学びの一体的
充実，今まではできなかった学習活動の
実施等が可能になると期待される。

進捗状況や活用水準の差異への対応 ＩＣＴ活用による資質・能力の着実な育成

安心・安全にＩＣＴ活用できる条件の整備 ＩＣＴを活用した学校における働き方改革

『ＩＣＴ活用推進方針』の目的 ＩＣＴ活用による「新しい教育」の姿



 

 

 

 

 

 

小・中学校版 

福岡県学校教育ＩＣＴ活用推進方針 
～導入期から活用期、そして発展期へ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年３月 

福岡県教育委員会 
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１ 『福岡県学校教育ＩＣＴ活用推進方針』の目的 

【福岡県の学校教育ＩＣＴ化の進捗状況】 

 学校教育のＩＣＴ化の重要な過渡期であった、令和２年度後半から令和３年度に

かけては、ハード面の整備とソフト面の充実とを両輪として進めて、「ＧＩＧＡスク

ール元年」と言われる令和３年度から全ての市町村で一斉にＩＣＴ活用のスタート

が切れるようにすることが最大の課題

であった。 

 令和２年度末までに、各市町村にお

いて機材の調達や工事の手配が迅速に

進められたことで、児童生徒用のＩＣ

Ｔ活用環境や普通教室における指導用

ＩＣＴ環境等、ＩＣＴ活用の前提とな

るハード面の整備は概ね完了した。 

 令和３年度には、各市町村において

ＩＣＴ化の推進計画の策定や推進体制

の整備が進められ、教員研修や実践研

究が実施されたこと等により管理職の

リーダーシップと学校の情報化のビジ

ョン、情報化担当教員の位置付け、情

報化推進組織・校務分掌の整備、校内

研修の実施等も着実に進捗しており、

ＩＣＴ活用推進のための基盤となるソ

フト面も充実した。 

 

【学校教育ＩＣＴ化の進捗に伴う課題】 

 第１の課題は、市町村間・学校間で

の進捗状況や活用水準の差異である。

全ての児童生徒がＩＣＴ化の恩恵を受

けて、教育の機会均等と水準の確保が

図られるようにすることが重要である

が、今後ますますＩＣＴ活用が進んで

いく中で、その差異が加速度的に拡大

していくことが懸念される。 

 第２の課題は、ＩＣＴ活用の資質・

能力の着実な育成への寄与である。ＩＣＴ活用は、学習指導要領において育成を目

指す資質・能力を着実に実現するための「道具立て」となるものであり、それ自体

が「目的」ではない。また、従来型の教育実践とＩＣＴ活用とは、対立したり優劣

を議論したりするものではなく、相互に補完し合うことが重要となる。 

 

令和３年度ＩＣＴ活用教員研修の実績 
（県教育委員会主催分） 

研修名 対象 
受講者数 
実施回数 

ＩＣＴ活用 
基礎研修 

各小・中学校 
義務教育学校 

希望者 

２４０名 
２回１セット×６ 

ＩＣＴ活用 
中核教員研修 

各小・中学校 
義務教育学校 
情報教育担当者 

６４０名 
２９回 

道徳教育 
研究協議会 

（情報モラル） 

各小・中学校 
義務教育学校 

道徳教育担当教員 

小：４３６名 
中：１９５名 
義：  ５名 

ＩＣＴ活用 
支援リーダー研修 

各市町村 
推進担当教員 

５８名 
１回 

ＩＣＴ活用 
管理職対象研修 

各小・中学校 
義務教育学校 
校長又は教頭 

小：４３６名 
中：１９５名 
義：  ５名 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

教員のＩＣＴ活用状況（R3 年 9月 教育事務所別） 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

レベル３：学校全体で日常的に活用・効果的な方法を研究 
レベル２：すべての教員が日常的に活用 
レベル１：ほとんどの教員が日常的に活用 
レベル０：ほとんどの教員が活用 
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 第３の課題は、児童生徒が安心・

安全にＩＣＴ活用できる条件の整備

である。学校教育のＩＣＴ化が加速

する以前から、既に児童生徒にとっ

てＩＣＴ機器やインターネットは身

近な存在であり、インターネットや

ＳＮＳでのトラブルに遭うリスクに

曝されていた。今後、学校教育にお

いても社会活動においても、ＩＣＴ

活用が不可欠なものとなるという前提での対応が必要である。 

 第４の課題は、ＩＣＴを活用した

学校における働き方改革である。過

渡期である現在、ＩＣＴ化に対応す

るために教職員の負担が増加してし

まっている。教職員の負担の軽減を

図り、学校教育を持続可能なものと

するためには、業務効率化のための

ＩＣＴ活用を積極的に進めることが

重要である。 

 

【『福岡県学校教育ＩＣＴ活用推進方針』の目的】 

 『福岡県学校教育ＩＣＴ活用推進方針』においては、ＩＣＴ活用による「新しい

教育」の姿、「新しい教育」の実現に向けたステップについて、県教育委員会として

の基本的認識を明らかにするとともに、学校教育ＩＣＴ化の諸課題の解決に向けて

今後、重要となる各事項についての取組内容を提示する。 

 これらを、ＩＣＴ活用の導入期から活用期への着実な進捗、そして発展期への飛

躍に向けた、今後３年間程度の中期的な対応方針と位置付ける。 

 なお、基本的認識の部分については、今後の３年間程度は維持できるものと考え

られるが、今後の取組内容については、「学校教育の情報化の推進に関する法律」に

基づく推進計画等の国や社会の動向、機器や技術の進歩、本県の進捗状況・課題等

に応じて適宜見直しを図る必要があると考える。 

 

 

 

 

 

 

 

青少年のインターネット利用状況（令和３年３月 内閣府）  

ＩＣＴ活用による業務改善・効率化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

レベル３：校務全般が効率化、負担軽減がなされ、業務改善が進んでいる。 
レベル２：校務全般が効率化、負担軽減がなされている。 
レベル１：校務が効率化、負担軽減につながっている。 
レベル０：効率化されたが負担軽減につながっていない。 
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２ ＩＣＴ活用による「新しい教育」の姿 

 本県が今後３年間程度の間に実現を目指す「新しい教育」の姿とは、ＩＣＴ活用

を「目的」とした教育ではない。新学習指導要領が掲げる資質・能力を育成するこ

とを「目的」とし、ＩＣＴ活用をこの「目的」の実現のための「道具立て」、授業改

善に向けた「有効な手段の一つ」とする教育である。 

 つまり、これまでの教育実践とＩＣＴ活用とを、教育目的及び児童生徒の実態や

発達段階に応じて、１コマの授業、１つの単元、年間の指導計画、小中９年間の教

育課程といった各階層の中で適切に組み合わせて、効果的・効率的に学校教育活動

を展開することが、本県の考える「新しい教育」の姿であり、その一日も早い実現

を目指すものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目的

文部科学省 GIGA StuDX 推進チームの講義資料の一部に本県にて一部加筆（赤字部分）

道具
立て
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３ 「新しい教育」の実現に向けたステップ 

【教育・学習におけるＩＣＴ活用の特性・強み】 

 これまでの教育実践とＩＣＴ活用とを適切に組み合わせた効率的・効果的な学校

教育活動を展開するためには、ＩＣＴ活用の特性・強みを踏まえて、活用する場面

や機能を工夫する必要がある。 

 ＩＣＴ活用の特性・強みを生かすことで、「主体的・対話的で深い学び」の実現に

向けた授業改善や、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実につなげ、情報

活用能力等の従来はなかなか伸ばせなかった資質・能力の育成や、今までの学習方

法では困難さが見られた児童生徒の一部への効果の発揮、今までできなかった学習

活動の実施が可能になると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【導入期から活用期、そして発展期へ】 

 学校教育におけるＩＣＴ活用

の進捗段階を示すモデルとして

は、『ＳＡＭＲモデル』をはじ

め様々なものがあるが、これま

での教育実践の一部としてＩＣ

Ｔを活用する段階からはじま

り、ＩＣＴ活用の特性・強みを

生かした活動が広がる段階を経

て、教育や指導の在り方自体を

見直す段階「学びのＤＸ」へと

進化していくという考え方は、概ね共通している。 

このような「学びのＤＸ」を目指すことは、将来的な目標として重要なことであ

る。しかし、「日本型の学校教育」として高く評価されてきた、これまでの教育実践

の蓄積を軽視したり、学習指導の基本を否定したりすることは、本県の目指す「新

しい教育」の姿ではない。 

 導入期である現時点においては、まずは、これまでの教育実践において大切にし

てきた効果の高い授業づくりの視点を基盤としつつ、それらを更に充実させるため

に、ＩＣＴ活用の特性・強みを生かしていくことが基本となる。 

ICT活用の特性・強み 活用する場面・機能の例

①多様で大量の
情報の取扱い，
容易な試行錯誤

 探究的な学習の過程における活用
 今までの学習方法では困難さが見られた児童生徒に対する学習指導の際に，ウェブブラウザを活
用した多種多様な学習動画，デジタル教材などから児童生徒の興味・関心，特性に応じた活用

 プログラミングにおける試行錯誤の繰り返しなど論理的思考・課題解決

②時間的制約を超えた
情報の蓄積，
過程の可視化

 写真・動画の撮影・保存による学習過程の可視化による学習の振り返りや目標設定への反映
 クラス管理ソフトを活用した児童生徒のつまずきや伸びについての教師の見取りなど，「個に応
じた指導」の充実

③空間的制約を超えた
相互かつ瞬時の
情報の共有（双方向性）

 ウェブ会議機能，ファイル共有機能等による学校と家庭，他の学校・地域や海外との交流のよう
な距離が離れた場をつないだ学習

 ウェブ会議機能，ファイル共有機能等による他者との意見共有，比較検討，合意形成やアイデア
の創出，発表資料等の協働制作

いま
ここ
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 一方、導入期だからこそ、時には挑戦的にＩＣＴ活用の試行錯誤に取り組み、新

しい授業構想の糧となる活用方法やスキルを蓄積していくことも大切である。 

 これまでの教育実践を基盤とした堅実なＩＣＴ活用による授業と、これまでには

無い挑戦的なＩＣＴ活用による授業とを、授業者が明確に自覚した上で、意図的に

組み合わせて実践していくことで、本県の目指す「新しい教育」の姿として目指す

べき授業へと近づいていけるものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 本県の課題解決を通した「新しい教育」の実現 

【進捗状況や活用水準の差異への対応】 

本県においては、『学校教育ＩＣＴ活用推進班』を設置し、ＩＣＴ活用に知見を有

する指導主事を重点的に配置したことで、スキルや役割に応じた複層的な教員研修

や、ＩＣＴ活用に関する先進的な取組の情報収集・発信等を実施してきた。 

 今後も、スキルや役割に応じた複層的な研修を継続して、ＩＣＴ活用推進のため

の基盤づくりを着実に進めるともに、ＧＩＧＡスクール構想やＩＣＴ活用について

の最新動向や配慮事項等についての周知徹底を図っていく。 

 研修の内容としては、ＩＣＴ機器の導入や活用の立ち上げに関するものから、Ｇ

ＩＧＡスクール構想の趣旨の実現につながるものとなるよう、ＩＣＴを効果的・効

率的に活用した模擬授業や実践的な校内研修の持ち方についての協議を実施するな

ど、一層の充実を図っていく。 

「これから目指すべき授業像」
「新しい教育」として目指す姿。
このような実践を普及していく。

「これまで目指していた授業像」
指導力の基盤となるものであり，

日本型学校教育の財産。

「挑戦的なＩＣＴ活用による授業」
必ずしも教育効果が高くないものも。
一方，試行錯誤は新しい授業構想の糧。

「教育効果の高い授業」とは？
⇒現時点においては「授業チェックリスト」の各項目に適合するような授業を想定する。
ただし，将来的には「学びのＤＸ」により，その在り方の再定義が必要になると見込まれる。

教育効果の
高い授業

教育効果の
低い授業

ＩＣＴ活用
これまでの
教育実践

過去
（ＧＩＧＡスクール構想以前）

未来
（今後３年間程度の間）

これまでの教育実践とＩＣＴ活用との適切に組み合わせた「新しい教育」

ＩＣＴは活用せずとも・・・

めあて・まとめ・振り返りのある授業
基本的な学習過程が統一された授業
構造化された板書・ノート指導による授業
思考を促す発問のある授業

ＩＣＴは挑戦的に活用しているものの・・・

ＩＣＴの活用が目的化している授業
教科の見方・考え方と関連づけられていない授業
深い理解や知識の定着につながらない授業

ＩＣＴを堅実に活用することにより・・・

学習意欲を喚起して，
効率的・効果的に学習内容を定着する授業

個別・協働学習を，
意図的・重点的に位置づけている授業

 課題のある授業

現在
（ＧＩＧＡスクール元年）

ＩCT活用の
特性・強み

授業
改善

授業
改善

ＩCT活用の
特性・強み
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 また、主催者側が対象者を指定する形態の研修に加えて、受講者側である教員自

らが関心事項や課題意識に応じて、選択的に受講できる形態の研修を、県教育セン

ターの「キャリアアップ講座」として開催する。 

 そのほか、若年教員研修などの基本研修において、ＩＣＴを活用した授業づくり

についての内容を設定し、若年層を中心とした教員が、スキルや使用方法だけでは

ない教育効果の高いＩＣＴ活用を身に付けられるような支援を充実させるほか、各

地区の教科指導の中核となるコア・ティーチャーの実践的指導力向上の取組の中で

も、積極的なＩＣＴの活用を推奨していく。 

 加えて、ＩＣＴを活用した授業づくり等に関する研修を実施する市町村・学校の

求めに応じて、県の「学校教育ＩＣＴ活用推進班」から、研修講師を派遣する等の

支援体制を継続する。 

 

【ＩＣＴ活用による資質・能力の着実な育成】 

 県の重点課題研究指定・委嘱事業では、「学びの個別最適化を実現する教育活動

（令和２・３・４年度）」と「確かな学力を育む一人一台端末の効果的活用（令和

３・４・５年度）」の課題を設定し、６市町村において実践的研究を推進している。 

 今後も、重点課題研究指定・委嘱事業における実践的研究への支援を継続し、Ｉ

ＣＴ活用の特性・強みを生かした効果的・効率的な指導方法、授業モデル、カリキ

ュラム・マネジメント等について、３年間の研究指定の終了を待たず、途中経過や

試行錯誤の経緯を含めて随時、情報提供していく。 

 また、令和元・２・３年度の「情報活用能力向上事業」の成果として、『福岡県プ

ログラミング教育授業コンテンツ』を公開するとともに、県教育センター等でのプ

ログラミング教育に関する研修の実施や、校内研修への講師派遣等を継続し、各市

町村・各学校でのプログラミング教育の充実を支援する。 

 さらに、「情報活用能力向上事業」を拡充し、プログラミング教育に加えて、基本

的な操作や問題解決・探究における情報活用を習得するための学習活動や、情報活

用能力の育成のための体系的なカリキュラム・マネジメントについて、研究指定校

において実践的研究を推進する。 

併せて、児童生徒の情報活用能力を着実に育成することは、各教科等における主

体的・対話的で深い学びへとつながるものであると同時に、ＳＴＥＡＭ教育やＰＢ

Ｌ教育等の活動を効果的に実践する上での基礎・準備にもなるものとの認識を持ち

つつ、市町村・学校に対して発展的な実践への挑戦を支援し、促すための情報提供

を行っていく。 

 なお、技術革新や EdTech が目覚ましく進展する中では、ＩＣＴや先端技術の活用

について知見を持っている民間企業等と連携することが有効である。 

特別支援教育におけるＩＣＴの活用については、児童生徒の障がいの特性に応じ

たＩＣＴを効果的に活用する授業・指導方法の改善を推進するとともに、研究の継

続と研究成果の共有、ＩＣＴを活用する人材の育成を図る。 
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【安心・安全にＩＣＴ活用できる条件の整備】 

 基本研修や道徳教育研究協議会等における、情報モラル教育に関する研修・研究

内容の充実を図り、全ての教職員が自身の情報モラルを高めつつ、インターネット

上の誤った情報や偏った情報に関する問題や情報化の進展が社会にもたらす影響に

ついて認識し、児童生徒に対して適切に指導できるようになることを目指す。 

 県教育委員会においては、「情報モラルに関する指導の充実」に係る重点課題研究

指定委嘱事業を実施し、児童生徒の情報モラルの育成のために、道徳科、学級活

動、総合的な学習の時間等の特質に応じた情報モラルの指導に関する実践的な研究

を通して、情報モラルの効果的な指導方法を究明し、その研究成果を各市町村へ発

信する。 

 また、各市町村教育委員会に情報モラル教育に係る方針を策定するように促すと

ともに、各学校において、「特別の教科 道徳」や特別活動等を通じて、人権教育の

視点を踏まえた情報モラル教育を実施し、児童生徒の人権感覚に裏打ちされた情報

活用能力の育成がなされるよう取り組む。 

 さらに、「保護者と学ぶ規範意識育成事業」の実施や学校で活用できる教材等に関

する情報提供を通じて、各市町村・学校の情報モラル教育の支援を行う。 

 

【ＩＣＴを活用した学校における働き方改革】 

 若年の教員から学校管理職までが、ＩＣＴの活用による業務の効率化は、個別最

適な学びと協働的な学びの一体的な充実と同様に重要であるとの認識を共有するこ

とが働き方改革への第一歩であり、基本研修等において徹底していく。 

 その際、大量の情報を素早く処理できる、時間的・空間的制約を超えて情報の蓄

積・共有ができるといったＩＣＴの強みを生かすことが大切である。 

 「ＩＣＴを活用した学校における働き方改革に関するリーフレット」により、比

較的取り組みやすい事例を、実際に取り組んだ教員の感想と併せて紹介することに

より、全ての学校においてＩＣＴ活用による業務改善・効率化のよさが実感される

ようになることを目指す。 

 その他、授業準備の効率化や教材研究の促進のためには、教職員用のクラウド環

境等を活用して、指導案や教材等を蓄積・共有することが有効と考えられる。県教

育庁においても、採択教科書に関わらず汎用的に活用できる学習教材（『未来への○

○』シリーズ）や動画コンテンツ（『テンスタ』シリーズ）等の継続した作成・提供

を行っていく。 


